
                                                       

 

進展する自動車と電機・電子産業の融合i 

 

 
１．自動車の電子制御ユニットの概要 
自動車の制御は、「環境対応」「安全対策」「快

適性」などの要請に対応するため、油圧やカムに

よるメカ駆動から、電動化・電子制御化への転換

が進んでいる。モータを併用するハイブリッド車

の実用化や燃料電池車・電気自動車の開発、プリ

クラッシュ・セーフティの導入、ITSをはじめと
する道路交通インフラの IT 化もあり、自動車の
エレクトロニクス化は今後一段と進展するもの

と見込まれる。 
自動車に搭載される電子制御ユニットは、運転

環境やエンジン状態を把握するためのセンサ、セ

ンサからの信号を処理して命令を出すコンピュ

ータ（ECU）、実際の制御を行うアクチュエータ
から構成される（図表１）。例えば、エンジンの

電子制御の場合、センサからの情報がデジタル信

号に変換されてマイコンに入力され、マイコンが

演算処理を行い、最適な燃焼状態にするための指

示をパワー半導体に出してイグニッションやイ

ンジェクタを駆動する。近年の高級車には、マイ

コンがおよそ 70個、センサが 100個近く搭載さ
れ、自動車１台当たりのコストの２～３割をエレ

クトロニクス関連が占めるともいわれる。 

 
ECUの開発は Tier1（１次サプライヤー）クラ
スの電装品メーカーにより行われることが多く、

マイコンなどのハードウェアから制御用ソフト

ウェアまで含めて一体的に開発され、システムと

して完成車メーカーに納入される。 
一方、アクチュエータ側ではモータの使用数が

大幅に増加している。パワーステアリングは、従

来、エンジンの回転で油圧を発生させて操舵をア

シストする方法が採られてきたが、これを電動パ

ワステに変更すると、常時油圧を発生させる無駄

が省かれ、燃費改善が図られる。パーキングブレ

ーキも、現在は足踏み式でワイヤを引っ張り、後

輪を固定する方式が主流であるが、一部の高級車

ではスイッチによる電動式の採用が始まってい

る。シフトレバーをＰ（パーキング）に入れると

自動的に作動させることも可能となるため、安全

性の向上にもつながる。クルマの電動化・エレク

トロニクス化は、環境や安全に関する各種の規制

をクリアするために不可欠であるばかりでなく、

クルマの付加価値を高めるうえでも重要な役割

を果たすものと考えられる。 
 
２．車載電子機器に求められる厳しい条件 
自動車は温度環境の変化が激しく、エンジンル

ーム内は 100℃を超える一方、氷点下数十℃ま
で冷え込む寒冷地での走行にも耐える性能が求

められる。エンジン回りでグリースが塗られて

いる箇所では、高温になると硫化ガスが発生し、

回路が断線する可能性があるため、耐硫化特性

に優れた材料を用いた電子部品の開発が進めら

れている。温度以外にも、湿度や塩害、衝撃、

電圧変動など、長期にわたる過酷な使用環境に
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図表１ 自動車向け電子制御ユニットの構成

（出所）東芝「図解 半導体ガイド」をもとに作成 

【要約】 

「環境対応」「安全対策」「快適性」などの要請に対応するため、自動車の電動化・電子

制御化が急速に進展している。自動車業界が直面する諸課題の中でも、「エネルギー効率（燃

費）の大幅な改善」と「車載ソフトウェア開発の効率化」は、自動車業界だけでは解決が

困難であり、今後、電機・電子業界との融合が一段と深まり、業種横断的な連携の動きが

活発になるものとみられる。 
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も耐えられる高度な信頼性が求められ、民生用よ

り厳しいスペックが要求されることも少なくな

い。 
 また、自動車はノイズの発生源となるエンジン

やモータを搭載し、走行中には外部から電磁波や

無線などの影響を受ける可能性もある。このため、

ECUや車載 LANなどには、ノイズによる誤作動
を防ぐための対策が要求される。電装品の増加に

伴うバッテリーへの負担を抑えるための低消費

電力化、燃費改善や設置スペース確保のための小

型・軽量化、普及価格帯に近づけるための低コス

ト化も同時に実現することが必要とされる。 
 自動車部品は、長期安定的な供給体制を保証で

きることが、採用に際しての重要な条件となる。

一般に、自動車部品は２～３年かけて開発され、

５～６年の量産期間が終わった後も、補修用とし

て 10～15 年の供給責任を負う。製品寿命が短い
薄型テレビや携帯電話などの民生用部品とは異

なり、車載用部品は厳しい品質基準をクリアして

いったん採用が決まれば、10年以上にわたる安定
した取引関係が築けるというメリットがある。 
 日本自動車部品工業会加盟 394 社による 2005
年度の自動車部品出荷額（図表２）は 17.6 兆円
で、このうち電機・電子関連は、モータ、発電機、

エンジン制御装置、照明・計器類、カーステレオ、

冷暖房装置、カーナビ、ETCなどを合わせて約６
兆円、全体の 35％弱を占める。これらの電装品に
は半導体やコネクタ、スイッチ、ダイオードなど 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
多数の電子部品が搭載される。ここでは、車載用

半導体の市場動向を見ていくこととしよう。 
 
３．拡大する車載用半導体市場 
(1) 半導体の一大アプリケーションに成長 
ガートナー データクエストによると、自動車

向けの様々な電装品に搭載される車載用半導体

の世界市場は、2005年の約 170億ドルから、2010
年には約 243 億ドルに達するものと予測される。
自動車向けは、コンピュータ用、通信用、民生用

に次ぐ、半導体の一大アプリケーションに成長す

るものと期待されている。 
ガソリン車（ミディアムクラス）１台当たりの

半導体搭載金額は、2004 年の約 250 ドルから
2006年に 350ドル強、2010年には 450ドル弱ま
で増加すると予測されているii。特に、電源の制御

が重要な役割を果たすハイブリッド車では、ハイ

エンドクラスで１台当たり 1,400 ドル強（2005
年）もの半導体を搭載するという。品目別に見る

と、ECU に組み込まれるマイコン（MCU）と、
電源電圧の制御などに用いられるパワー

MOSFETiiiやダイオードなどディスクリート系

の比率が高い。今後は CCD/CMOSセンサや LED
（発光ダイオード）ランプの自動車への搭載が進

むにつれて、オプトエレクトロニクスの市場規模 

図表３ 自動車向け半導体の世界売上 

    金額シェア上位 10 社（2005 年）

Others,37.8%

Rohm(日) 2.8%

Toshiba(日)
3.6%

Texas
Instruments(米)

3.7%

Robert
Bosch(独)
5.1%

NEC
Electronics(日)

5.4%

Philips
Electronics(蘭)

6.1%

Renesas
Technology(日)

7.3%

STMicro
electronics
（仏伊) 8.3%

Infineon
Technologies
(独) 8.9%

Freescale
Semiconductor
(米) 11.0%

合計170億ドル

（出所）ガートナーデータクエスト（2006年11月）GJ07005 

情報関連部品 3.5%

冷暖房装置 4.8%

カーラジオ・カーステレ
オ 2.6%

照明・計器など電気・
電子部品 14.8%

電装品・電子部品
9.0%

その他用品 0.6%

車体部品 24.2%

懸架・制動装置部品
5.8%

駆動・伝導及び操縦
装置部品 18.9%

エンジン部品 15.8%

計　17.6兆円

（出所）（社）日本自動車部品工業会 

図表２ 自動車部品の品目別出荷額（2005 年）
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も拡大する見通しである。搭載機器別にみると、

特にエンジン制御ユニット、エアバッグ、GPSナ
ビゲーションシステム、ABSivなどで車載用半導

体が多く消費されており、これらの上位４品目で

全消費額の 53％（2005年）を占めるv。 
 
(2) 車載用半導体市場の特徴 
車載用半導体の世界売上額シェアをみると、欧

米系の半導体メーカーが上位を占め、これに日本

勢が続いている（図表３）。インフィニオンやＳ

Ｔマイクロエレクトロニクスなどの欧州系半導

体メーカーは欧州の自動車業界との関係が深く、

フリースケールなどの米国系半導体メーカーは

米国の自動車業界と緊密な取引関係を有すると

いわれる。図表４は車載用半導体の消費額をラン

キングしたものであるが、上位 10 社中、デンソ
ー、三菱電機、パイオニア、クラリオンを除く６

社は欧米系の自動車部品メーカーが占め、欧米勢

の車載用半導体消費額は全体の６割に達する。 
日系の半導体メーカーは日本の自動車業界向

けを中心に相応のシェアを確保しているが、さら

なる事業の拡大を図るためには、グローバル展開

の強化、とりわけ欧米の自動車業界に対する販路

の拡大が急務といえよう。 

大手の電装品メーカーや完成車メーカーの一

部は、半導体メーカーからの購買に加えて、車載

用半導体の製造を自ら手がけている。世界シェア

第７位の Robert Boschは、2006年 6月、約 5.5
億ユーロを投じて、200ミリ（８インチ）ウェハ
を用いた半導体の製造工場をシュトゥットガル

ト近郊に増設すると発表した。デンソーも８イン

チウェハの半導体工場を増設し、ECU の増産を

図る方針とされる。 
半導体メーカーも車載用に注力しているが、

ECU のシステム全体としての開発力では Tier1
が優位性を持つといわれる。これは、半導体から

システムまでの一貫開発を通じて、クルマの設計

部門と半導体の開発部門が常に議論を行うこと

により、いち早くニーズを掴んでシステムとして

提案できることが強みになっているものと考え

られる。半導体メーカーとしても、ハードウェア

だけでなくソフトウェアまで含めた開発力が問

われており、システムとしての提案力を強化する

ため、国内外の開発拠点や品質保証センターを整

備するといった動きが広がっている。 
 
(3) 車載 LANの標準化動向 
従来は単独で制御していたエンジンやブレー

キ、ステアリングなどの機能を一つのシステムと

して協調制御する動きが広がるにつれて、高速か

つ信頼性の高い車載 LANが求められている。 
現在、車載 LAN の通信方式は CAN が主流と

なっており、そのサブシステムとして、低コスト

の LINが使用されている（図表５）。今後、ステ
アリングやブレーキなどの高度な統合制御を実

現するには、高速かつ信頼性の高い通信技術が必

要であり、次世代の車載 LAN の開発が進められ
ている。欧州勢はこうした規格の標準化で先行し

ており、BMW、DaimlerChrysler、Volkswagen
や Robert Boschなどが中心となり、FlexRayと
呼ばれる新通信規格の標準化活動を推進してい

る。また、車載用ソフトウェアや電子・電気アー

キテクチャについても、DaimlerChrysler、BMW、
Robert Boschなどが中心となり、規格の共通化を
目指す AUTOSARviが発足している。 

図表４ 自動車向け半導体の消費額 

    ランキング上位 10 社（2005 年）

（出所）ガートナーデータクエスト（2006年11月）GJ07006 

Others 40.7%

Autoliv（ｽｳｪｰ
ﾃﾞﾝ) 3.0%

Clarion(日)
3.0% Pioneer

Electronic
(日) 3.1%

Continental
(Automotive)
(独) 3.7%

Mitsubishi
Electric(日)
3.3%

Johnson
Controls （米)
4.2%

Delphi
Automotive
（米) 6.3%

SiemensVDO
Automotive
(独) 9.4%

Denso(日)
9.8%

Robert
Bosch(独)
13.4%

合計170億ドル
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日本でも、車載 LAN の要素技術、ミドルウェ
ア、ソフトウェア基盤などの非競争領域をメーカ

ー各社で協調しながら開発することを目的とし

て、自動車業界を中心に電機・電子業界やソフト

ウェア業界なども参画し、車載ソフトウェアの標

準化団体 JasParviiが 2004 年に設立された。
JasParでは FlexRayに関する各種ワーキンググ
ループを設けて検討を進めており、日本勢の強み

である自動車の設計開発やモノづくりの経験な

どをできるだけ反映させながら、FlexRayをより
使い勝手の良いものに育て上げていくことが期

待される。  
自動車業界が直面する諸問題の中でも、「エネ

ルギー効率（燃費）の大幅な改善」と「車載ソフ

トウェア開発の効率化」は、自動車業界だけでは

解決が困難であり、電機・電子業界との緊密な連

携が不可欠なテーマである。次に、自動車と電

機・電子産業の間での、これまで以上に踏み込ん

だ協業の可能性と課題について述べることとし

たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．電子技術の活用による自動車のエネルギー率

改善 
 地球温暖化の一因とされる二酸化炭素のうち、

輸送部門からの排出量は、自動車台数の増加と輸

送距離の伸びにつれて増え続けており、OECD諸
国の二酸化炭素排出量に占める輸送部門の割合

は、1995 年の約 20％から、2020 年には 30％へ
高まるものと見込まれているviii。今後、中国やイ

ンド、中南米などの非 OECD 諸国において自動
車の普及が急ピッチで進むことが予想されるた

め、二酸化炭素排出量の抑制に向けて、自動車の

大幅な燃費改善が喫緊の課題となっている。 
Well to Wheelで見たガソリンエンジン車のエ
ネルギー効率は、ガソリン採掘時のエネルギーの

７分の１程度にすぎない（図表６）。これは、エ

ンジン燃焼時の排気中に熱として逃げる部分と、

冷却時にラジエータから放熱されて失われる部

分が大きいためである。 
減速エネルギーの回生や高効率域主体のエン

ジン運転により、エネルギー効率の改善を図って

いるのが、ハイブリッド車である。ハイブリッド 

図表５ 車載ＬＡＮのプロトコル比較 

（出所）各種資料より作成 

LIN CAN FlexRay
正式名称 Local Ｉnterconnect Ｎetwork Controller Area Network 同上

開発主体
LINコンソーシアム
（欧州車メーカー中心）

Robert Bosch
FlexRayコンソーシアム
（欧州車メーカー中心）

転送速度 低速（20Kbit/s） 中速（1Mbit/s） 高速（10Mbit/s）

チャネル数 1チャネル 1チャネル 1-2チャネル

通信方式 イベント・トリガ イベント・トリガ タイム・トリガ

用途等
・低スピード領域でコストパフォー
マンスに優れる
・ライト制御、ドアミラー制御など

・現行の世界標準として普及（基
幹ネットワーク、パワートレイン
系、ボディ系まで広く使用）
・イベントトリガ方式のため、通信
するイベントが重なると遅延が予
測不可能になりやすい

・高速通信、通信経路の二重化
による高信頼性により、次世代
「X-by-Wire」システム用の車載
LANプロトコルとして標準化が進
められている。

燃料効率
Well to Tank （％）

車両効率
Tank to Wheel （％）

総合効率
Well to Wheel （％）

 ガソリン車 88 16 14

 ガソリンハイブリッド車（プリウス） 88 37 32

熱効率　（％）　×　車両効率　（％）　＝　総合効率　（％）

図表６ 自動車のエネルギー効率 

（注） 燃料効率：Well to Tank ： 燃料を採掘・製造して給油するまでの効率 

    車両効率：Tank to Wheel ： タンク内の燃料を消費して、車が車輪で走行する効率 

（出所） トヨタ自動車資料により作成 
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車の普及を促進するためには、パワーデバイスの

高性能化とコストダウンを同時に実現すること

が不可欠である。ハイブリッド車に搭載されるイ

ンバータには大電流が流れるため、IGBTixと呼ば

れるパワー半導体が用いられるが、オン抵抗が小

さく、高耐圧で高速の電力変換を可能にする小型

軽量で安価なインバータの開発が急務である。ま

た、ハイブリッド車のメインバッテリーの高電圧

を、自動車内のアクチュエータ向けの低電圧に変

換する DC/DC コンバータの小型・高効率化も重
要である。モータや発電機の高電圧化やバッテリ

ーの高出力化も含め、エレクトロニクス・電子材

料の技術がパワーデバイス開発のカギを握ると

いえよう。 
今後、ガソリン本来が持つエネルギーの更なる

有効利用を図るためには、従来は利用されずに廃

棄されていた排熱や排気のエネルギーで発電を

行うといった新たな手法も含めて、自動車技術と

エレクトロニクス／IT 技術の融合を一段と進め
ていくことが求められる。 
ハイブリッド車や電気自動車には、高出力かつ 

小型軽量で長寿命の電池が必須である。現在はニ 
ッケル水素電池が主流だが、高容量化・低コスト

化・安全性などの課題をクリアできれば、今後は

リチウムイオン電池の市場拡大が予想される。自

動車用電池の開発では、パナソニック EVエナジ
ーや三洋電機などに加えて、鉛バッテリー大手の

GS ユアサなどが本格的参入を表明し、日産自動
車も開発・生産・販売を行なう新会社の設立に向

けた準備を進めている。村田製作所、エナックス、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表８ 電気負荷出力、作動時間と電源電圧との関係 

（注）ＥＰＳ（Electric Power Steering）：電動パワーステアリング 

Ｐ／Ｗ：パワーウィンドウ  ＥＨＢ（Electro Hydraulic Brake）：電気ブレーキ 

ＥＨＷ（Electric Heated Windshield）：急速霜取り 

ＭＧ（Motor Generator）：モータジェネレータ（スタータとオルタネータの機能を兼ね備える） 

（出所）電気学会・42Ｖ電源化調査専門委員会編（2003年） 「自動車電源の42Ｖ化技術」（オーム社） 

図表７ 二次電池販売額の推移 
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鉛蓄電池 ニカド電池 ニッケル水素 リチウムイオン その他

（出所） （社）電池工業会 
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大研化学工業の３社も事業化に向けて提携を行

うなど、各方面からの参入が相次いでいる。 
一方、自動車に搭載される電装品の増加により、

その総消費電流が現行の電源システム（14Ｖ系）
の限界に近づくことが想定されており、ワイヤハ

ーネス（W/H）の肥大化を抑制するためにも、高
電圧化への要請が強まっている（図表８）。全面

的な高電圧の採用はコスト面などのハードルが

高いことから、ハイブリッド車のエンジン制御に

は数百Ｖの高電圧を、シャシー回りのアクチュエ

ータには 14～42Ｖを採用するなど、適圧適所で
電源電圧を使い分けることが検討されている。今

後、インバータやダイオードなどのパワー制御関

連のデバイスが大きな市場に成長することが期

待されるが、高耐圧のデバイスを普及価格帯で供

給できるかどうかが課題とされている。日本が強

みとする世界トップレベルの環境技術やモノづ

くり技術を生かしながら、規格・標準化や人材育

成などに向けた産官学の連携を強化することが

急務である。 
 
５．車載ソフトウェア開発の効率化 
自動車のエレクトロニクス化の進展につれて、

ECU に組み込まれるソフトウェアの開発負担が

急増している。自動車の性能や品質のかなりの部

分がソフトウェアに左右されるようになってお

り、その開発力の強化と効率化が急務である。 

パソコン業界を例にとると、業界標準の CPU
チップと OS からなるプラットフォームの上で
様々なアプリケーションソフトが作動するとい

うように、ハードとソフトの構造化が進展してい

る。ところが、自動車業界では、エンジン、ブレ

ーキ、ステアリングなど各機能の制御用 ECU ご
とに個別最適な開発が行われることが多く、これ

がソフト開発量の肥大化を招き、統合制御を行う

ための調整に多大な工数を要する原因となって

いる。現状のままではいずれ対応が困難になる、

との危機感が自動車業界では広がっており、基盤

となるプラットフォーム領域は標準化し、アプリ

ケーションの部分で機能の差別化を図ることが

できないか、といった議論が随所でなされるよう

になっている。 
自動車業界でハードとソフトの構造化が本格

的に進展すると、完成車メーカーと部品サプライ

ヤーとの垂直統合型の関係の中に水平分業モデ

ルが一部持ち込まれる余地が生じてくる。その結

果、部品サプライヤーは、プラットフォームまで

含めたシステムインテグレーションができる開

発力を持つグループと、既定のプラットフォーム

上で汎用的な部品を作るグループとに二極化す

る可能性が、部分的にせよ想定される。エレクト

ロニクス／IT業界としては、新たな動きにも柔軟
に対応しながら、本格参入の余地を探っていく姿

勢が求められる。 

図表９ 自動車メーカー・部品メーカーの近年の提携事例 

（出所）日本政策投資銀行作成

グローバル化
時期 内容 主要部品 備考（主な目的など）

2006年
トヨタ系の光洋精工と豊田工
機が合併、㈱ジェイテクト発足

電動パワステ、
軸受

自動車部品業界で世界トップ１０
以内を目指す

ホンダ系のヒラタと本郷が合
併し、㈱エイチワン発足

車体部品のプ
レス・組立加

グローバル展開の強化、開発体
制・コスト競争力の強化

2005年
日産自動車、カルソニックカ
ンセイへの出資比率引き上げ
（27.6%→41.7%）

コックピットモ
ジュール、エア
コンユニット等

連結子会社化

2004年
豊田紡織、アラコ、タカニチが
合併し、トヨタ紡織㈱発足

内装
世界トップレベルの内装システ
ム、フィルターメーカーを目指す

2003年
ミツバ（ホンダ系）が自動車電
機（日産系）へ35.8％資本参
加→05年に完全子会社化

小型モータを
主軸とする自
動車電装品

価格競争の激化、環境・安全問
題に呼応する車の技術進化への
開発対応

ジャトコ（日産系）がダイヤモン
ドマチック（三菱系）を吸収合
併

AT・CVT グローバル生産規模拡大

2002年
トヨタ、デンソー、アイシン精
機、住友電工の合弁により㈱
ADVICS設立

ブレーキ（開
発・販売）

LS460で国産車初となる電動
パーキングブレーキをトヨタと共同
開発

こうした流れに対応できる
かどうかが自動車部品
メーカーの競争力を左右

モジュール化・システム化

エレクトロニクス化
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６．進展する自動車産業と電機・電子産業の融合 
ここ数年、自動車部品業界では、グローバル化

やモジュール化への対応を図るための合従連衡

が進んできた（図表９）。これに加えて、電動化・

電子制御化に関する開発力の有無が、部品メーカ

ーの競争力を大きく左右するようになっており、

今後は、電機・電子業界との業種横断的な連携の

動きが一段と強まるものとみられる。 
一方、電機・電子業界でも、自動車向け事業の

拡充を目指す動きが活発である（図表 10）。日立
製作所は、ステアリングやシャシー制御の技術を

有する日立ユニシア、及び、サスペンションやブ

レーキの技術を持つトキコと 2004 年に合併し、
2006 年にはカーナビやカーオーディオメーカー
のクラリオンを連結子会社化した。これにより、

重電事業で培ったモータやインバータなどの技

術との融合を図り、自動車機器事業を大きく伸長

させる方針である。また、NEC エレクトロニク
スは、自動車産業のグローバル化に対応するため、

米カリフォルニア州のローズビル工場に８イン

チの新生産ラインを立ち上げ、国内と北米の２拠

点から、最先端プロセスの車載マイコンをワール

ドワイドに提供する体制を構築中である。 
エレクトロニクス業界が車載分野の強化を目

指そうとしても、完成車メーカーがモジュールや

システムとしての納入を求める傾向を強めてい

るため、単品を扱うのみでは限界がある。例えば、

センサだけを単体として納入するのではなく、そ

れに光学レンズや画像処理技術、高密度実装技術

などを組み合わせ、薄型で低消費電力のカメラモ

ジュールとして供給するといったシステムレベ

ルでの取り組みが重要となろう。そのためには、

自社が強みを持つ要素技術や人材などの経営資

源をマッピングし、足りない部分は他社との提携

を通じて補完するといった工夫が必要である。 
 
おわりに 
電気機械業界における自動車分野向けの研究

開発費は増加傾向にあり、研究開発費総額に占め

る割合も、1999年の 4.1％から 2005年には 6.6％
まで上昇している（図表 11）。同期間における研
究開発費総額の年平均伸び率 1.9％に対し、自動

社　　名 注力分野・商品

日 本 電 産

・仏大手自動車部品メーカー「ヴァレオ」の車載用モータ事業を買収（06/10）
→車載用モータの生産能力やTier1顧客への販売チャネルの整備には時間がかかるため、既に実績ある事
業を買収し、本格的に参入するのが最も有効と判断
・電動パワーステアリング／電動ミラー用ブラシレスＤＣモーター、エアフロー、ボディー・クロージャ、座席ポ
ジショニング、ブレーキ、ステアリング向けなどのブラシ付きモーター

村 田 製 作 所

・リチウムイオン二次電池の事業化に向けて、エナックスおよび大研化学工業と開発・設計、製造、販売に
関する包括的業務提携で合意（06/9）
・ＥＣＵ用大容量セラミックコンデンサ、ハンズフリー用ブルートゥースモジュール、バックソナー用超音波セン
サー、ナビ用ＭＥＭＳジャイロセンサー、ＨＤＤ用ショックセンサー、ノイズ対策部品

京 セ ラ

・エンジン、トランスミッション、モータなどへのＥＣＵの直付けが増えるにつれて、軽量で耐熱性の強いセラ
ミックの優位性が高まる。材料技術をベースにした高機能、高信頼性の部品技術に加え、モジュールやシス
テムレベルの設計力、製品開発力、生産技術力の強化に注力。
・ＥＣＵ/ＴＰＭＳ用水晶振動子、ＴＰＭＳ用ＳＡＷフィルタ・セラミックレゾネータ、キーレスエントリ用ＳＡＷフィ
ルタ、タンタルコンデンサ、セラミックコンデンサ

北陸電気工業
・国内だけでなくグローバルに自動車向けを伸ばす。07年は欧州の営業、デザインインの体制を強化
・湿度センサー、高信頼性プリント配線板、可変抵抗器応用の各種センサ

アルプス電気
・車載電装モジュール／システム、車載用センサー、車載用地デジチューナ、車載用ブルートゥースモジュー
ル、ＥＴＣモジュール、検出系スイッチなど

Ｔ Ｄ Ｋ
・センサー関連製品（ＮＴＣサーミスタ、湿度センサー、ギアトゥースセンサー、回転センサーなど）、車載通信
ＬＡＮ向けコモンモードフィルタ類

ロ ー ム
・超低抵抗チップ抵抗器、耐サージチップ抵抗器、チップタンタルコンデンサ、電源用パワーモジュール、電
源系ＩＣ、ＬＥＤドライバ、スマートキー用ＩＣ、ＡＩＥ用ＬＳＩ、ワイヤレスオーディーリンクＩＣ、おしゃべりＬＳＩ、パ
ワーダイオード、パワートランジスタ

ニ チ コ ン ・ＨＥＶ用フィルムコンデンサ、インバータモジュール、アルミ電解コンデンサ
日本ｼｲｴﾑｹｲ ・高信頼性の片面、両面、多層プリント配線版、ビルドアップ多層板、メタル基板

Ｓ Ｍ Ｋ
・フォースフィードバックタッチパネル、コネクタ、リモコン、ジャック、ブルートゥースモジュール、車載用カメラモ
ジュールなど

マ ブ チ
モ ー タ ー

・車載電装機器用モーター（エアコンダンパー用／ドアロック用、ドアミラー／ミラー電格用、パワーユニット
用、光軸調整用など）

ミ ツ ミ 電 機 ・アンテナ、チューナ、高周波モジュール、車載用センサー、カメラモジュール、各種コンポーネントなど

図表 10 主要電子部品メーカーの自動車向け注力分野・商品（06 年度下期～07 年度） 

（出所）電波新聞 （2006年12月7日）に一部加筆 
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車分野向けの増加率は 10.2％と際立って高い
伸びを示しており、車載分野への注力ぶりが数字

からも窺われる。2007 年後半以降、米国で販売
する新車にはタイヤの空気圧不足を警告する

TPMSxを装着することが義務付けられ、MEMS
圧力センサやアンテナなどの需要増が見込まれ

るなど、燃費や安全性に関する規制強化の動きは、

車載用電子部品の更なる市場拡大をもたらすも

のとみられる。 
今後、電機・電子と自動車産業の更なる融合が

予想される分野としては、①ECU やパワー系半

導体（高耐圧化、統合化、プラットフォーム化）、

②電池（ニッケル水素→リチウムイオン電池）、

③インバータ・モータ・発電機（小型軽量化、高

出力化、低コスト化）、④ノイズ除去、⑤車載 LAN
対応、⑥車載ソフトウェア開発、⑦設計開発手法

の高度化（三次元 CAD による図面のデータベー
ス化、シミュレーション技術）などが挙げられる。 
 自動車の電子化の進展に伴い、自動車業界だけ

では全ての開発をし切れなくなっている。既存の

技術の延長線上の発想ではコストが嵩んで実用

化が困難な場合でも、異業種のノウハウをうまく

取り込むことで大幅なコストダウンが図られる

可能性がある。例えば、ネットワーク制御の技術

を活用し、システム全体として一定の信頼性を確

保できるようになれば、個々の部品レベルの開発

コストの抑制が図られることも想定される。もち

ろん安全性の確保に十分配慮すべきことは言う

までもないが、電機・電子メーカーが民生分野で

培ってきた優れた技術やノウハウをタイムリー

に提案できれば、自動車向けビジネスを飛躍的

に拡大することも期待できよう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
                                                  
i 本稿は（財）機械振興協会経済研究所「自動車産業のエ
レクトロニクス化の現状とその方向性－デジタル技術・製

品への対応とその環境変化－」第２章の内容に加筆したも

のである。 
ii 南川明氏（アイサプライ・ジャパン株式会社）提供資料
による。 
iii MOS field effect transistor：MOS型電界効果トラン
ジスタ 
iv Antilock Braking System 
v ガートナー データクエスト（2006年 11月）GJ06536 
ガートナー データクエストの数値を基に日本政策投資銀
行にて算出。 
vi Automotive Open System Architecture 
vii Japan Automotive Software Platform and 
Architecture 
viii OECD環境局「OECD世界環境白書 －2020年の展望」 
ix Insulated Gate Bipolar Transistor 
x Tire Pressure Monitoring Systems 

図表 11 電気機械業界の自動車分野向け 

研究開発費の動向 

（出所）総務省「科学技術研究調査報告」 

1,460
1,607

1,759
1,947

2,352 2,317

2,615

6.66.36.7

5.2
4.74.34.1

0

1,000

2,000

3,000

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 （年度）

（億円）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0
（％）

電気機械業界の自動車分野向け研究開発費

研究開発費全体に占める自動車分野向けの比率（右軸）

[調査部(産業調査担当) 清水 誠]

図表 12 電機・電子と自動車産業の融合期待分野 

●ＥＣＵやパワー系半導体
高耐圧化、統合化、プラットフォーム化
●電池
ニッケル水素→リチウムイオン電池
●インバータ・モータ・発電機
小型軽量化、高出力化、低コスト化
●ノイズ除去
●車載ＬＡＮ対応
●車載ソフトウェア開発
●クルマの設計開発手法の高度化
三次元ＣＡＤによる図面のデータベース化
シミュレーション技術
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